
１　経済成長率

　　　　　名目　　△ ３．５％　（ 国  △ ３．５％ ）

　　　　　実質　　△ ４．５％　（ 国  △ ４．１％ ）

第１表　経済成長率の推移

単位：％

　※国の値は、「国民経済計算年次推計(令和3年度)」(内閣府)による。

図１　経済成長率の推移（名目）

図２　経済成長率の推移（実質）

　令和2年度の我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、以前として厳しい
状況にあったが、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」、令和2年度第1次・第2次補
正予算の効果も相まって、持ち直しの動きがみられた。他方、経済の水準はコロナ前を下
回った状態にとどまり、経済の回復は道半ばであった。（参考「令和3年度の経済見通しと
経済財政運営の基本的態度」令和3年1月18日閣議決定）
　この結果、国の令和2年度経済成長率は、名目3.5％減、実質4.1％減となった。
　このような日本経済の状況のなかで、本県の経済成長率は名目3.5％減、実質4.5％減と
なり、名目、実質ともにマイナス成長となった。
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２　一人当たり県民所得

第２表　一人当たり県（国）民所得の推移

図３　一人当たり県（国）民所得の推移

　※　一人当たり県（国）民所得は、企業の所得なども含んだ指標であり、個人の
　　給与や収入を示したものではありません。

　令和2年度の県民所得総額を総人口(「国勢調査」(総務省統計局)：令和2年10月1日
現在)で除した「一人当たり県民所得」は257万5千円、対前年度増加率は7.0％減(前
年度0.6％減)となった。
　これを一人当たり国民所得297万5千円と比べると40万円下回っており、県の所得水
準(国＝100)は86.6となった。
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単位：千円、％

年　度 H23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2
県民所得 2,423 2,423 2,478 2,491 2,621 2,619 2,690 2,785 2,769 2,575 

対前年度増加率 - △ 0.0 2.3 0.5 5.2 △ 0.1 2.7 3.5 △ 0.6 △ 7.0 

国民所得 2,798 2,808 2,925 2,961 3,089 3,089 3,157 3,181 3,177 2,975 

対前年度増加率 - 0.3 4.2 1.2 4.3 　△ 0.0 2.2 0.8 △ 0.1 △ 6.4 

所得水準(国=100) 86.6 86.3 84.7 84.1 84.8 84.8 85.2 87.6 87.2 86.6 

　※国の値は、「国民経済計算年次推計（令和3年度）」（内閣府）による。
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３　県内総生産

　　県内総生産（名目）　　３兆４５９億円
　　対前年度増加率　　　　　　３．５％減

図４　県内総生産（名目）の推移

 

 

　令和2年度の県内総生産(名目)は3兆459億円、対前年度増加率は3.5％減(前年度0.7％減)となっ
た。
　また、県内総生産(実質)は2兆9968億円、対前年度増加率は4.5％減(前年度1.0％減)となった。
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図５　県内総生産の構成比（令和2年度）

図６  経済活動別増加寄与度（令和2年度）
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第３表  経済活動別県内総生産（名目）
単位：百万円、％

令和元年度 令和2年度 R元 R2 R元 R2 R元 R2

１． 74,529 71 ,976 △ 8.3 △ 3 .4  2.4 2 .4  △ 0.2 △ 0 .1 

(１) 農業 57,607 58 ,727 △ 10.9 1 .9  1.8 1 .9  △ 0.2 0 .0  

(２) 林業 1,647 1 ,325 8.3 △ 19 .6  0.1 0 .0  0.0 △ 0 .0 

(３) 水産業 15,275 11 ,924 0.9 △ 21 .9  0.5 0 .4  0.0 △ 0 .1 

２． 1,201 1 ,199 △ 0.3 △ 0 .1  0.0 0 .0  △ 0.0 △ 0 .0 

３． 765,058 750 ,504 △ 1.9 △ 1 .9  24.2 24 .6 △ 0.5 △ 0 .5 

４． 133,503 121 ,066 △ 2.2 △ 9 .3  4.2 4 .0  △ 0.1 △ 0 .4 

５． 176,867 187 ,768 3.8 6 .2  5.6 6 .2  0.2 0 .3  

６． 349,591 336 ,901 2.2 △ 3 .6  11.1 11 .1 0.2 △ 0 .4 

７．８． 165,737 129 ,591 1.8 △ 21 .8  5.3 4 .3  0.1 △ 1 .1 

８． 63,818 38 ,068 △ 7.6 △ 40 .3  2.0 1 .2  △ 0.2 △ 0 .8 

９． 72,286 75 ,144 △ 3.8 4 .0  2.3 2 .5  △ 0.1 0 .1  

10． 94,002 93 ,001 △ 7.2 △ 1 .1  3.0 3 .1  △ 0.2 △ 0 .0 

11． 291,135 289 ,510 △ 0.4 △ 0 .6  9.2 9 .5  △ 0.0 △ 0 .1 

12． 159,274 159 ,948 1.8 0 .4  5.0 5 .3  0.1 0 .0  

13． 161,706 159 ,032 △ 1.7 △ 1 .7  5.1 5 .2  △ 0.1 △ 0 .1 

14． 175,531 179 ,700 △ 0.6 2 .4  5.6 5 .9  △ 0.0 0 .1  

15． 343,064 341 ,841 1.8 △ 0 .4  10.9 11 .2 0.2 △ 0 .0 

16． 117,582 105 ,519 0.1 △ 10 .3  3.7 3 .5  0.0 △ 0 .4 

17． 3,144,884 3 ,040 ,768 △ 0.6 △ 3 .3  99.7 99 .8 △ 0.6 △ 3 .3 

18． 54,803 54 ,056 △ 2.0 △ 1 .4  1.7 1 .8  △ 0.0 △ 0 .0 

19． 44,555 48 ,915 6.0 9 .8  1.4 1 .6  0.1 0 .1  

20. 3,155,131 3 ,045 ,909 △ 0.7 △ 3 .5  100.0 100 .0 △ 0.7 △ 3 .5 

第１次産業 74,529 71 ,976 △ 8.3 △ 3 .4  2.4 2 .4  △ 0.2 △ 0 .1 

第２次産業 943,126 939 ,472 △ 0.8 △ 0 .4  29.9 30 .8 △ 0.2 △ 0 .1 

第３次産業 2,127,229 2 ,029 ,320 △ 0.2 △ 4 .6  67.4 66 .6 △ 0.1 △ 3 .1 
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構 成 比
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（控除）総資本形成に係る消費税
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製造業

電気・ガス・水道・廃棄物処理業

建設業
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第４表  経済活動別県内総生産（実質：連鎖方式）

単位：百万円、％

令和元年度 令和2年度 R元 R2 R元 R2 R元 R2 R元 R2

１． 64,918 59 ,881 △ 5.3 △ 7 .8 2.1 2 .0  △ 0.1 △ 0 .2 114.8 120 .2 

(１) 農業 51,271 50 ,899 △ 6.1 △ 0 .7 1.6 1 .7  △ 0.1 △ 0 .0 112.4 115 .4 

(２) 林業 1,474 1 ,164 12.9 △ 21.0 0.0 0 .0  0.0 △ 0 .0 111.7 113 .8 

(３) 水産業 11,821 7 ,937 △ 3.3 △ 32.9 0.4 0 .3  △ 0.0 △ 0 .1 129.2 150 .2 

２． 1,194 1 ,159 △ 0.3 △ 2 .9 0.0 0 .0  △ 0.0 △ 0 .0 100.6 103 .5 

３． 797,412 768 ,729 △ 1.6 △ 3 .6 25.4 25 .7 △ 0.4 △ 0 .9 95.9 97.6 

４． 136,428 107 ,123 △ 4.1 △ 21.5 4.3 3 .6  △ 0.2 △ 0 .9 97.9 113 .0 

５． 168,536 177 ,756 1.1 5 .5  5.4 5 .9  0.1 0 .3  104.9 105 .6 

６． 341,619 324 ,078 1.3 △ 5 .1 10.9 10 .8 0.1 △ 0 .6 102.3 104 .0 

７．８． 157,658 119 ,634 △ 0.2 △ 24.1 5.0 4 .0  △ 0.0 △ 1 .2 105.1 108 .3 

８． 58,345 34 ,938 △ 10.6 △ 40.1 1.9 1 .2  △ 0.2 △ 0 .7 109.4 109 .0 

９． 77,495 81 ,809 △ 2.2 5 .6  2.5 2 .7  △ 0.1 0 .1  93.3 91.9 

10． 94,653 98 ,178 △ 8.0 3 .7  3.0 3 .3  △ 0.3 0 .1  99.3 94.7 

11． 294,677 291 ,197 △ 0.0 △ 1 .2 9.4 9 .7  △ 0.0 △ 0 .1 98.8 99.4 

12． 151,602 151 ,053 1.0 △ 0 .4 4.8 5 .0  0.0 △ 0 .0 105.1 105 .9 

13． 157,460 156 ,261 △ 2.4 △ 0 .8 5.0 5 .2  △ 0.1 △ 0 .0 102.7 101 .8 

14． 173,178 177 ,767 △ 0.5 2 .6  5.5 5 .9  △ 0.0 0 .1  101.4 101 .1 

15． 340,419 338 ,181 2.0 △ 0 .7 10.8 11 .3 0.2 △ 0 .1 100.8 101 .1 

16． 114,981 101 ,807 △ 0.7 △ 11.5 3.7 3 .4  △ 0.0 △ 0 .4 102.3 103 .6 

17． 3,124,461 2 ,980 ,739 △ 1.0 △ 4 .6 99.5 99 .5 △ 1.0 △ 4 .6 100.7 102 .0 

18． 54,730 53 ,869 △ 0.9 △ 1 .6 1.7 1 .8  △ 0.0 △ 0 .0 100.1 100 .3 

19． 40,094 37 ,699 0.0 △ 6 .0 1.3 1 .3  0.0 △ 0 .1 111.1 129 .8 

20. 3,138,959 2 ,996 ,830 △ 1.0 △ 4 .5 100.0 100 .0 △ 1.0 △ 4 .5 100.5 101 .6 

21. △ 138 △ 80 - - - - - - - - 

第１次産業 64,918 59 ,881 △ 5.3 △ 7 .8 2.1 2 .0  △ 0.1 △ 0 .2 - - 

第２次産業 966,636 948 ,311 △ 1.1 △ 1 .9 30.8 31 .6 △ 0.3 △ 0 .6 - - 

第３次産業 2,096,971 1 ,977 ,692 △ 0.8 △ 5 .7 66.8 66 .0 △ 0.5 △ 3 .8 - - 
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４　経済活動別県内総生産

（１）第１次産業

図７　第１次産業の推移

（第１次産業を構成する主な産業）

a．農　業

b．水産業

図８　農業、水産業の推移（対前年度増加率）

          

　総生産額(名目)は720億円、対前年度増加率は3.4％減(前年度8.3％減)となり、県内総生
産に占める割合(構成比)は2.4％となった。

　総生産額(名目)は119億円、対前年度増加率は21.9％減(前年度0.9％増)となった。
　これは海面養殖業のうち、のり産出額（主に単価の低下）が減少したことなどによる。

　総生産額(名目)は587億円、対前年度増加率は1.9％増(前年度10.9％減)となった。
　これは、農業のうち、米麦生産業の産出額が増加したことなどによる。
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（２）第２次産業

図９　第２次産業の推移

（第２次産業を構成する主な産業）

a．製造業

図１０　製造業の業種別増加寄与度（令和2年度）

　総生産額(名目)は9395億円、対前年度増加率は0.4％減(前年度0.8％減)となり、県内総
生産に占める割合(構成比)は30.8％となった。

　総生産額(名目)の中で大きな割合(構成比24.6％)を占める製造業の総生産額は7505億円､
対前年度増加率は1.9％減(前年度1.9％減)となった。
　これは、輸送用機械の産出額が減少したことなどによる。
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図１１　製造業の業種別構成比の推移

図１２　製造業の業種別特化係数（令和2年度）

ｂ．建設業

図１３　建設業の推移（対前年度増加率）

　総生産額(名目)は1878億円､対前年度増加率は6.2％増(前年度3.8％増)となった。
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（３）第３次産業

図１４  第３次産業の推移

            

（第３次産業を構成する主な産業）

ａ．卸売・小売業

図１５　卸売・小売業の推移（対前年度増加率）

　総生産額(名目)は2兆293億円､対前年度増加率は4.6％減(前年度0.2％減)となり、県内総
生産に占める割合(構成比)は66.6％となった。

　総生産額(名目)は3369億円、対前年度増加率は3.6％減(前年度2.2％増)となった。
　これは、卸・小売業の両業種ともに総生産額が減少したことによる。
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ｂ．不動産業

図１６　不動産業の推移（対前年度増加率）

（注）「持ち家の帰属家賃」とは

ｃ．保健衛生･社会事業

図１７　保健衛生･社会事業の推移（対前年度増加率）

　総生産額(名目)は3418億円、対前年度増加率は0.4％減(前年度1.8％増)となった。
　これは、医療･保健の総生産額が減少したことによる。

　総生産額（名目）は2895億円、対前年度増加率は0.6％減(前年度0.4％減)となった。
　これは、住宅賃貸業（持ち家の帰属家賃含む（注））、不動産賃貸業の総生産額が減少し
たことによる。

　持ち家に居住している人が自ら住宅賃貸サービスを生産して営んで、自ら借家人として
家賃を支出する一方で、自ら大家として家賃を受け取っているものとみなして計算するも
のです。
　これは、仮に帰属家賃を含めないと持ち家率の高い県の総生産は、持ち家率の低い県の
総生産より小さくなることから、こうした持ち家率による影響をなくすことを目的として
いるもので「不動産業」に含めて計算します。
　持ち家の帰属家賃は、分配系列、支出系列にも含まれています。
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５　県民所得（分配）

図１８　県民所得（分配）の推移

県 民 経 済 計 算 の 概 要（訂正版）

図１９　県民所得（分配）の増加寄与度の推移

　令和2年度の県民所得(分配)は総額2兆898億円、対前年度増加率は7.6％減(前年度
1.1％減)となった。
　これは、企業所得が減少したことなどによる。
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第５表  県民所得(分配）

令和元年度 令和2年度 R元 R2 R元 R2 R元 R2

１．雇用者報酬 1,442,205 1 ,436 ,529  1.1 △ 0 .4  63.8 68 .7  0.7 △ 0 .3  

　（１）賃金・俸給 1,268,894 1 ,263 ,328  0.7 △ 0 .4  56.1 60 .5  0.4 △ 0 .2  

　（２）雇主の社会負担 173,311 173 ,201 4.1 △ 0 .1  7.7 8 .3  0.3 △ 0 .0  

　　　　ａ．雇主の現実社会負担 129,284 128 ,714 0.2 △ 0 .4  5.7 6 .2  0.0 △ 0 .0  

　　　　ｂ．雇主の帰属社会負担 44,028 44 ,488  17.4 1 .0  1.9 2 .1  0.3 0 .0  

２．財産所得（非企業部門） 163,090 167 ,700 4.4 2 .8  7.2 8 .0  0.3 0 .2  

　　　　ａ．受取 170,661 175 ,081 3.3 2 .6  7.5 8 .4  0.2 0 .2  

　　　　ｂ．支払 7,572 7 ,381  △ 16.0 △ 2 .5  0.3 0 .4  △ 0.1 △ 0 .0  

　（１）一般政府（地方政府等） 9,437 10 ,004  17.4 6 .0  0.4 0 .5  0.1 0 .0  

　　　　ａ．受取 14,397 14 ,986  0.7 4 .1  0.6 0 .7  0.0 0 .0  

　　　　ｂ．支払 4,960 4 ,982  △ 20.7 0 .5  0.2 0 .2  △ 0.1 0 .0  

　（２）家計 151,202 155 ,279 4.0 2 .7  6.7 7 .4  0.3 0 .2  

　　　① 利子 37,095 36 ,238  45.6 △ 2 .3  1.6 1 .7  0.5 △ 0 .0  

　　　　ａ．受取 39,296 38 ,325  40.8 △ 2 .5  1.7 1 .8  0.5 △ 0 .0  

　　　　ｂ．支払（消費者負債利子） 2,201 2 ,087  △ 9.4 △ 5 .2  0.1 0 .1  △ 0.0 △ 0 .0  

　　　② 配当（受取） 14,594 18 ,211  △ 25.5 24 .8  0.6 0 .9  △ 0.2 0 .2  

　　　③ その他の投資所得（受取） 56,372 56 ,022  △ 5.0 △ 0 .6  2.5 2 .7  △ 0.1 △ 0 .0  

　　　④ 賃貸料（受取） 43,141 44 ,807  5.1 3 .9  1.9 2 .1  0.1 0 .1  

　（３）対家計民間非営利団体 2,450 2 ,418  △ 7.8 △ 1 .3  0.1 0 .1  △ 0.0 △ 0 .0  

　　　　ａ．受取 2,861 2 ,729  △ 4.1 △ 4 .6  0.1 0 .1  △ 0.0 △ 0 .0  

　　　　ｂ．支払 411 312 25.8 △ 24 .2  0.0 0 .0  0.0 △ 0 .0  

３．企業所得 655,767 485 ,592 △ 6.7 △ 26 .0  29.0 23 .2  △ 2.0 △ 7 .5  

　（１）民間法人企業 467,080 289 ,741 △ 7.1 △ 38 .0  20.7 13 .9  △ 1.6 △ 7 .8  

　　　　ａ．非金融法人企業 394,726 258 ,495 △ 6.3 △ 34 .5  17.5 12 .4  △ 1.2 △ 6 .0  

　　　　ｂ．金融機関 72,354 31 ,246  △ 11.1 △ 56 .8  3.2 1 .5  △ 0.4 △ 1 .8  

　（２）公的企業 △ 11,142 △ 6 ,626 △ 69.4 40 .5  △ 0.5 △ 0 .3  △ 0.2 0 .2  

　　　　ａ．非金融法人企業 1,685 1 ,320  △ 74.7 △ 21 .7  0.1 0 .1  △ 0.2 △ 0 .0  

　　　　ｂ．金融機関 △ 12,827 △ 7 ,946 3.1 38 .0  △ 0.6 △ 0 .4  0.0 0 .2  

　（３）個人企業 199,828 202 ,478 △ 3.1 1 .3  8.8 9 .7  △ 0.3 0 .1  

　　　　ａ．農林水産業 25,865 25 ,319  △ 5.4 △ 2 .1  1.1 1 .2  △ 0.1 △ 0 .0  

　　　   ｂ．その他の産業（非農林水産・非金融） 64,824 70 ,202  △ 3.4 8 .3  2.9 3 .4  △ 0.1 0 .2  

　　　　ｃ．持ち家 109,139 106 ,958 △ 2.5 △ 2 .0  4.8 5 .1  △ 0.1 △ 0 .1  

県民所得 2,261,062 2 ,089 ,822  △ 1.1 △ 7 .6  100.0 100 .0  △ 1.1 △ 7 .6  

　単位：百万円、％

項　　　　　目
実      数

対前年度
増 加 率

構  成  比
対前年度

増加寄与度
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（１）雇用者報酬

図２０　雇用者報酬の推移（対前年度増加率）

（２）財産所得（非企業部門）

図２１　財産所得の推移

（３）企業所得

図２２　企業所得の推移

　雇用者報酬は1兆4365億円､対前年度増加率は0.4％減(前年度1.1％増)となった。
　これは、賃金・俸給が減少したことなどによる。

　財産所得は1677億円、対前年度増加率は2.8％増(前年度4.4％増)となった。

　企業所得は4856億円、対前年度増加率は26.0％減(前年度6.7％減)となった。
　これは、民間法人企業の企業所得が減少したことなどによる。
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（４）労働分配率

図２３　労働分配率の推移

※労働分配率＝雇用者報酬／県（国）民所得×１００（％）

県民所得に占める雇用者報酬の割合(労働分配率)は、68.7％(前年度63.8％)となった。
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６　県内総生産（支出側）

　　県内総生産（支出側、名目）　　３兆４５９億円
　　対前年度増加率　　　　　　　　　　３．５％減

図２４　県内総生産（支出側、名目）の推移

県 民 経
済 計 算

図２５　県内総生産（支出側）の主要項目別増加寄与度の推移

　令和２年度の県内総生産(支出側、名目)は3兆459億円、対前年度増加率は3.5％減
(前年度0.7％減)となった。
　なお、連鎖方式(平成27暦年連鎖価格)による県内総生産(支出側、実質)は2兆9968
億円、対前年度増加率は4.5％減(前年度1.0％減)となった。
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第６表　県内総生産（支出側、名目）

令和元年度 令和２年度 R元 R2 R元 R2 R元 R2

１．民間最終消費支出 1,683,386 1,606,778 △ 0.0 △ 4.6 53.4 52.8 △ 0.0 △ 2.4 

（１）家計最終消費支出 1,638,429 1,555,275 △ 0.2 △ 5.1 51.9 51.1 △ 0.1 △ 2.6 

　　ａ．食料・非アルコール 259,110 254,848 △ 0.5 △ 1.6 8.2 8.4 △ 0.0 △ 0.1 

　　ｂ．アルコール飲料・たばこ 41,652 42,234 2.0 1.4 1.3 1.4 0.0 0.0 

　　ｃ．被服・履物 57,711 52,988 △ 2.5 △ 8.2 1.8 1.7 △ 0.0 △ 0.1 

　　ｄ．住宅・電気・ガス・水道 376,618 374,485 △ 0.8 △ 0.6 11.9 12.3 △ 0.1 △ 0.1 

　　ｅ．家具・家庭用機器・家事サービス 81,481 86,284 0.9 5.9 2.6 2.8 0.0 0.2 

　　ｆ．保健・医療 52,925 54,988 1.3 3.9 1.7 1.8 0.0 0.1 

　　ｇ．交通 193,230 158,551 2.1 △ 17.9 6.1 5.2 0.1 △ 1.1 

　　ｈ．情報・通信 99,145 108,784 0.9 9.7 3.1 3.6 0.0 0.3 

　　ｉ．娯楽・スポーツ・文化 103,992 95,693 △ 1.8 △ 8.0 3.3 3.1 △ 0.1 △ 0.3 

　　ｊ．教育サービス 33,218 33,805 2.7 1.8 1.1 1.1 0.0 0.0 

　　ｋ．外食・宿泊サービス 110,233 82,511 0.1 △ 25.1 3.5 2.7 0.0 △ 0.9 

　　ｌ．保険・金融サービス 69,002 69,051 △ 10.6 0.1 2.2 2.3 △ 0.3 0.0 

　　m．個別ケア・社会保護・その他 160,112 141,052 2.8 △ 11.9 5.1 4.6 0.1 △ 0.6 

　（再掲）家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃） 1,375,875 1,294,698 △ 0.1 △ 5.9 43.6 42.5 △ 0.0 △ 2.6 

　　　　　持ち家の帰属家賃 262,554 260,578 △ 0.7 △ 0.8 8.3 8.6 △ 0.1 △ 0.1 

（２）対家計民間非営利団体最終消費支出 44,957 51,502 7.9 14.6 1.4 1.7 0.1 0.2 

２．地方政府等最終消費支出 589,936 600,998 △ 1.7 1.9 18.7 19.7 △ 0.3 0.4 

３．県内総資本形成 942,335 874,187 4.7 △ 7.2 29.9 28.7 1.3 △ 2.2 

（１）総固定資本形成 922,091 896,736 7.0 △ 2.7 29.2 29.4 1.9 △ 0.8 

　　ａ．民間 707,575 647,862 4.0 △ 8.4 22.4 21.3 0.9 △ 1.9 

　　　（ａ）住宅 119,091 106,000 30.1 △ 11.0 3.8 3.5 0.9 △ 0.4 

　　　（ｂ）企業設備 588,483 541,862 △ 0.1 △ 7.9 18.7 17.8 △ 0.0 △ 1.5 

　　ｂ．公的 214,516 248,874 18.4 16.0 6.8 8.2 1.0 1.1 

　　　（ａ）住宅 3,758 4,647 4.0 23.6 0.1 0.2 0.0 0.0 

　　　（ｂ）企業設備 34,262 23,328 135.0 △ 31.9 1.1 0.8 0.6 △ 0.3 

　　　（ｃ）一般政府（中央政府等・地方政府等） 176,495 220,899 8.3 25.2 5.6 7.3 0.4 1.4 

（２）在庫変動 20,245 △ 22,549 △ 46.7 △ 211.4 0.6 △ 0.7 △ 0.6 △ 1.4 

　　ａ．民間企業 13,883 △ 13,751 △ 63.6 △ 199.1 0.4 △ 0.5 △ 0.8 △ 0.9 

　　ｂ．公的（公的企業・一般政府） 6,362 △ 8,798 4,079.1 △ 238.3 0.2 △ 0.3 0.2 △ 0.5 

４．財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合 △ 60,525 △ 36,054 - - △ 1.9 △ 1.2 △ 1.7 0.8 

（１）財貨・サービスの移出入（純） △ 108,245 △ 68,187 - - △ 3.4 △ 2.2 △ 1.7 1.3 

（２）統計上の不突合 47,720 32,134 - - 1.5 1.1 - - 

５．県内総生産（支出側）　（１+２+３+４） 3,155,131 3,045,909 △ 0.7 △ 3.5 100.0 100.0 △ 0.7 △ 3.5 

（参考）域外からの要素所得（純） 112,755 76,255 7.9 △ 32.4 3.6 2.5 0.3 △ 1.2 

　　　　県民総所得（市場価格表示） 3,267,886 3,122,164 △ 0.4 △ 4.5 103.6 102.5 △ 0.4 △ 4.6 

単位：百万円、％
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（１）民間最終消費支出　

図２６　民間最終消費支出の推移（対前年度増加率）

　　　　　　　　図２７　家計最終消費支出の内訳（令和２年度）

（２）地方政府等最終消費支出　

図２８　地方政府等最終消費支出の推移（対前年度増加率）

地方政府等最終消費支出(名目)は6010億円、対前年度増加率は1.9％増(前年度
1.7％減)となった。

民間最終消費支出(名目)は1兆6068億円、対前年度増加率は4.6％減(前年度0.0％
減)となった。

これは、民間最終消費支出の中で96.8％を占める家計最終消費支出のうち、交通
が減少したことなどによる。
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（３）県内総資本形成　

図２９　県内総資本形成の推移

　　　　

　県内総資本形成(名目)は8742億円、対前年度増加率は7.2％減(前年度4.7％増)と
なった。
　これは、民間企業設備が減少したことなどによる。
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